
いきいきと暮らす 

ふれあいのある 

地域づくり 

政策目標 ５ 共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち（保健福祉部） 

政策目標 ６ 質の高い医療サービスを安定的に提供するまち（市立病院） 

政策目標 ７ だれもがいつまでも健康で安心して暮らせるまち（保健所）

基本理念２ 地域づくり 
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり 
政策目標５ 共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち 

◇ 元気な高齢者が増えている 

◇ 地域の総合的な相談機関や専門相談員が設置され、だれもがより身近なところで相談で 

きている 

◇ ボランティアに取り組む人が増え、地域での見守り、支え合いができている 

◇ 在宅生活を支援するサービスが充実し、住み慣れた地域で暮らし続ける人が増えている 

◇ だれもが安心して医療を受けている 

◇ 日ごろの見守り活動とともに、災害時要援護者の支援体制も整っている 

◇ 地域で活動する自立した障害者が増えている 

◇ だれもが生活の不安なく暮らしている 

一般会計 事業数 概算事業費

政策的事業 114 50,855 百万円

定例・定型的事業 69 542 百万円

職員給与費 2,752 百万円

特別会計 事業数 概算事業費

国民健康保険事業 59 81,062 百万円

職員給与費 590 百万円

後期高齢者医療事業 6 10,090 百万円

職員給与費 173 百万円

介護保険事業 43 43,199 百万円

職員給与費 897 百万円

一般会計・特別会計概算事業費合計 291 190,160 百万円

共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち 
（保健福祉部） 

目指すべき将来像 

保健・福祉

政策目標 

５ 

政策目標における３年間の目指すべき方向性 

一次、二次医療機関及び救急医療の適正利用を推進するため、市民自らの健康管理や健康状態を相

談し、適切なアドバイスを受けることができる、かかりつけ医制度の定着を促進します。 

「みんながつながる ちがさきの地域福祉プラン」に位置付けた取り組みを、茅ヶ崎市社会福祉協議

会と一体となって推進し、身の回りの手助けが必要になっても、だれもが住み慣れたまちで、自分

らしく暮らしていくことができるような地域づくりを目指し、制度による公的な福祉サービス（公

助）が切れ目なく提供される支え合いの仕組みを構築します。 

保健・医療の基盤を維持・充実していくことや、各種検診の受診率の向上により、市民の日頃から

の疾病予防や早期発見・早期治療などを促します。 

平成 27 年４月の介護保険制度改正に対応できるよう体制を整備します。介護が必要になっても、住

み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよう、地域の関係者、医療、介護等と連携しながら、

介護予防、生活支援等が一体的に提供される地域包括ケアシステムを構築します。 

「第４期障害者保健福祉計画」に掲げる「お互いの理解と助け合いのもとだれもが自分らしく生き

がいのある暮らしを実現できるまち」の実現に向け、行政や地域をはじめ、保健、医療、福祉、教育、

労働におけるそれぞれの主体が役割を分かち合い相互に連携します。 

生活保護受給者を含む生活困窮者に対し、就労支援はもとより、日常生活や社会生活での自立を含

めた支援を行います。 

市民のだれもが自分の健康に関心を持ち、健康の増進に取り組む後押しをするため、市民の健康づ

くりを一元的かつ包括的に推進する拠点となる市民に身近な保健所を設置・運営します。 
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり   保健福祉部 保健福祉課 
政策目標５ 共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち 
施策目標１６ 健康と自立した生活を支え合える地域の仕組みをつくる 

１ 各種検診の受診率の向上 

疾病の早期発見・早期治療のために、検診の必要性を広報紙や個別通知などで啓発し、健康診査な

どの受診率を上げ、だれもが生涯にわたり健康的な生活を送ることができるようにします。

２ 地域医療の充実 

救急医療事業のあり方を再検討するとともに、地域に必要な医療提供体制を確保し、いざというと

きに身近なところで医療サービスが受けられるようにします。 

３ 支え合える環境づくり 

地域住民のつながりを再構築し、住み慣れた地域でだれもが充実した生活を送ることができるよう

な社会環境を整備します。

４ 地域福祉活動の充実 

地域での多様な福祉活動の担い手を増やし、その活動を支えるための拠点を整備充実します。

５ 地域福祉活動のネットワーク化 

支援が必要な人に対して、公的な制度による福祉サービスと制度によらない民間主体の福祉サービ

スが切れ目なく提供できるような体制を構築します。

６ 地域保健・公衆衛生の向上 

市民のだれもが自分の健康に関心を持ち、健康の増進に取り組めるよう、地域保健・公衆衛生の向

上を目指し、市民に身近な保健所を設置する準備を進めます。

市民のだれもが自分の健康に関心を持ち、健康の増進に取り組めるよう、地域保健・公衆衛生の向

上を目指し、市民に身近な保健所を設置・運営します。

だれもが住み慣れた地域で安心して暮らせるように、複雑、多様化する生活課題などを身近な地域

で受け止め、必要に応じて連携して解決につなげていく支援体制の展開を図ります。

指標名 現状値 
平成 30 年度 

の目標値 
指標の説明・意図 

胃がん検診を

受ける人の割

合

11.70% 

(平成 26 年度) 
12.0% 

生涯にわたり健康的な生活を送ることができるよう

に、疾病の早期発見・早期治療に向けた取り組みが効果

的に実施できているかを測ります。

今後の人口推計やこれまでの受診率の伸びを考慮し、

胃がん検診を受ける人の割合を 12％以上にすることを

目標としました。 

コーディネー

ター配置事業

実施地区数

２地区 

(平成 26 年度) 
８地区 

多様化する地域課題を連携して解決に向けて取り組

む支援体制の市内 12 地区への展開を測ります。 

平成 25 年 12 月から本格実施した事業を、総合計画期

間の平成32年度までに市内12地区へ展開することを目

標としました。 

施策目標：１６ 

健康と自立した生活を支え合える地域の仕組みをつくる  （保健福祉課） 

施策のねらい 

指標 施策目標の達成状況を把握する目安となる数値 

施策目標における３年間の目指すべき方向性 
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第３次実施計画事業一覧表

基本理念２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

政策目標５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち
保健福祉部　保健福祉課

施策目標１６　健康と自立した生活を支え合える地域の仕組みをつくる

23 件定例・定型的事業 4,431 百万円政策的事業 33 件

施策
の

ねらい
事　　業　　名

事業
の
性質

○ 一般会計

№ （★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 平成28～30年度の
事業費

事業費（職員給与費除く）

1,083,021 千円★ がん検診事業政策 1 1 ◆保健所政令市関連事業

22,518 千円肝炎ウイルス検診事業政策 1 2 ◆保健所政令市関連事業

217 千円機能訓練事業政策 1 3 ◆保健所政令市関連事業

529,877 千円健康診査事業政策 1 4 ◆保健所政令市関連事業

4,297 千円口腔がん検診事業政策 1 5 ◆保健所政令市関連事業

15,135 千円★ 成人歯科健康診査事業政策 1 6 ◆保健所政令市関連事業

269 千円保健指導事業政策 1 7 ◆保健所政令市関連事業

268,513 千円★ 休日・夜間急患センター事業政策 2 8 ◆保健所政令市関連事業

2,578 千円救急医療機関外国籍市民対策事業政策 2 9 ◆保健所政令市関連事業

― 千円在宅医療推進事業政策 2 10 ◆保健所政令市関連事業

9,276 千円産科医師分娩手当補助事業政策 2 11 ◆保健所政令市関連事業

38,598 千円湘南看護専門学校・湘南ナース総合支援センター補助事業政策 2 12 ◆保健所政令市関連事業

3,467 千円新型インフルエンザ対策事業政策 2 13 ◆保健所政令市関連事業

653,031 千円★ 地域医療センター再整備事業政策 2 14 ◆保健所政令市関連事業

10,784 千円風しん予防接種事業政策 2 15 ◆保健所政令市関連事業

18,376 千円予防接種健康被害救済事業政策 2 16 ◆保健所政令市関連事業

271,852 千円予防接種事業政策 2 17 ◆保健所政令市関連事業

― 千円（仮称）茅ヶ崎公園体験学習施設整備事業政策 3 18

167 千円自殺対策事業政策 3 19 ◆保健所政令市関連事業

276,342 千円社会福祉協議会助成事業政策 3 20

4,500 千円小災害被災者救援事業政策 3 21

3,750 千円大規模災害被災者生活再建支援事業政策 3 22

2,937 千円地域福祉推進事業政策 3 23

3,960 千円被爆者援護手当支給事業政策 3 24

264,300 千円臨時福祉給付金等給付事業政策 3 25

6,769 千円（仮称）茅ヶ崎市営小和田住宅外複合施設整備事業（地区ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ等の移転・併設）政策 4 26

154 千円社会福祉法人の許認可等に関する事務事業政策 4 27

88,537 千円地域福祉活動支援事業政策 4 28

65,043 千円福祉会館の管理運営事業政策 4 29

2,662 千円コーディネーター配置事業政策 5 30

169,787 千円★ 地域福祉総合相談室設置運営事業政策 5 31

81,790 千円★ 保健所政令市への移行に関する事務政策 6 32 ◆保健所政令市関連事業

315,916 千円★ 市保健所運営事業政策 6 33 ◆保健所政令市関連事業

794 千円保護司との連絡及び調整事業定例 1 34

329 千円かかりつけ医制度の推進定例 2 35 ◆保健所政令市関連事業

77 千円その他保健衛生事業定例 2 36 ◆保健所政令市関連事業

6,774 千円医療関係団体補助事業定例 2 37 ◆保健所政令市関連事業

― 千円感染症予防事業定例 2 38 ◆保健所政令市関連事業

― 千円献血事業定例 2 39 ◆保健所政令市関連事業

2,501 千円災害時医療救護活動事業定例 2 40 ◆保健所政令市関連事業

6,586 千円地域医療センター業務運営事業定例 2 41 ◆保健所政令市関連事業

29,216 千円地域医療センター施設維持管理事業定例 2 42 ◆保健所政令市関連事業

30 千円社会福祉基金補助事業定例 3 43

69,803 千円社会福祉協議会事務所等の管理に関する事務定例 3 44

614 千円戦没者遺族会への支援定例 3 45

3,024 千円戦没者追悼関連事業定例 3 46

― 千円日本赤十字社との連携業務定例 3 47

103 千円被爆者の会への援護事業定例 3 48

― 千円福祉有償運送登録支援事業定例 3 49

190 千円平和の礎維持管理事業定例 3 50

― 千円民生行政に係る表彰事業定例 3 51

92,086 千円★ 民生委員児童委員に対する支援及び補助事業定例 4 52

― 千円社会福祉統計の総括事業定例 5 53

― 千円災害応急対策活動定例 - 54

141



第３次実施計画事業一覧表

基本理念２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

政策目標５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち
保健福祉部　保健福祉課

施策目標１６　健康と自立した生活を支え合える地域の仕組みをつくる

363 千円庁内共通事務定例 - 55

― 千円部内調整事務定例 - 56

※事業の性質：「政策」…政策的事業・「定例」…定例・定型的事業

◆保健所政令市関連事業：保健所政令市移行に向けた準備又は移行後に保健所で実施する事業
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標１６　健康と自立した生活を支え合える地域の仕組みをつくる

基本理念

政策目標
保健福祉部　保健福祉課

主な第３次実施計画事業

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　各種検診の受診率の向上

・国の指針に従い、胃・大腸・肺・乳房・子宮の５種
類のがん検診を実施します。
・集団（４月～３月）、施設（４月～２月）検診を市
内・寒川町及び藤沢市の医療機関（市指定医療機関）
で実施します。

※胃がん検診受診率（平成26年度）：11.7％

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

胃がん検診受診率

 目標

平成28年度

平成29年度

11.8％

11.9％

政策的事業

がん検診事業

平成30年度
12.0％

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 1,083,021 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　各種検診の受診率の向上

・市内・寒川町及び藤沢市の医療機関のうち市が指定
する医療機関で成人歯科健康診査を実施します。
・40歳から74歳の市民に対して、特定健康診査受診
券の個別通知に同封しての事業の周知を行います。

※受診者数（平成26年度）：1,021人

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

受診者数

 目標

平成28年度

平成29年度

2,100人

2,200人

政策的事業

成人歯科健康診査事業

平成30年度
2,250人

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 15,135 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

２　地域医療の充実

・医療が空白となる時間帯における不安を解消するた
め、医師会、歯科医師会、薬剤師会に委託し、休日・
夜間急患センターを運営します。
・休日・夜間急患センターの市民への周知を図りま
す。
・寒川町との広域連携による運営費の縮減を目指し、
協議、検討に着手します。

※休日・夜間急患センターの運営日数（平成26年
度）：365日

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

休日・夜間急患セ
ンターの運営日数

 目標

平成28年度

平成29年度

365日

365日

政策的事業

休日・夜間急患センター事業

平成30年度
365日

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 ■ 環境 ■ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 268,513 千円

一般会計

 施策のねらい
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標１６　健康と自立した生活を支え合える地域の仕組みをつくる

基本理念

政策目標
保健福祉部　保健福祉課

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

２　地域医療の充実

・地域医療センター及び医師会、歯科医師会、薬剤師
会の事務所の施設整備を具体的に推進するため、
「（仮称）茅ヶ崎市地域医療センター等複合施設整備
基本方針」に基づき、資源物選別処理施設跡地内に医
師会施工により整備します。

事業実施年度 29年度

継続拡充

事業主体 市

 指標

施設整備

 目標

平成28年度

平成29年度

基本設計
・実施設計

建設工事

政策的事業

地域医療センター再整備事業

平成30年度
再整備完了

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 ■ 環境 ■ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎■ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 653,031 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

５　地域福祉活動のネットワーク化

・保健、医療、福祉に関する、分野にとらわれない身
近な地域の初期相談窓口として、市内12地区の地域
包括支援センター内に設置している地域福祉総合相談
室の運営を委託により運営します。
・地域福祉総合相談室には、「福祉相談支援員」を配
置し、相談内容に応じた適切な支援先へのつなぎ、支
援体制構築までのフォローを行います。

※連携を広げていくための意見交換の実施団体数（平
成26年度）：15団体

事業実施年度 29年度

継続拡充

事業主体 市

 指標

連携を広げていく
ための意見交換の
実施団体数

 目標

平成28年度

平成29年度

21団体

24団体

政策的事業

地域福祉総合相談室設置運営
事業

平成30年度
26団体

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 ■ 環境 ■ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 169,787 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

６　地域保健・公衆衛生の向上

・県から地域保健・公衆衛生業務に係る権限移譲を受
け、平成29年４月に保健所政令市へ移行し、新たな
権限と責任に基づき、より自主的・自立的な市政を実
施できるよう、保健所政令市移行基本計画を推進しま
す。
・市保健所の運営体制を整備するとともに、専門職等
の人材確保及び育成に取り組みます。

事業実施年度

継続拡充

事業主体 市

 指標

保健所政令市移行
準備の進捗状況

 目標

平成28年度

平成29年度

市保健所の
運営体制の整備

－

政策的事業

保健所政令市への移行に関す
る事務

平成30年度
－

28年度

政策共通認識 □ 共生社会 ■ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 81,790 千円

一般会計

 施策のねらい
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標１６　健康と自立した生活を支え合える地域の仕組みをつくる

基本理念

政策目標
保健福祉部　保健福祉課

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

６　地域保健・公衆衛生の向上

・保健所政令市移行後、県からの権限移譲事務を円滑
に引継ぎ、市保健所の運営を行います。
・保健所と保健センターの一体化により、より質の高
い総合的な保健サービスを提供します。
・市民の健康づくりを、一元的・包括的に推進しま
す。
・地域保健・公衆衛生のさらなる向上を図ります。

事業実施年度 29年度

新規

事業主体 市

 指標

市保健所の運営体
制の確立

 目標

平成28年度

平成29年度

－

市保健所の開設
及び円滑な運営

政策的事業

市保健所運営事業

平成30年度
市保健所の
円滑な運営

30年度

政策共通認識 □ 共生社会 ■ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 315,916 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

４　地域福祉活動の充実

・民生委員児童委員に対して、業務が円滑に遂行でき
るよう支援及び補助を行います。
・民生委員法に基づき、３年ごとに行われる一斉改選
事務（該当年度は平成28年度）を行います。

※民生委員児童委員数（平成26年度）：311人

事業実施年度 29年度

継続拡充

事業主体 市

 指標

民生委員児童委員
数

 目標

平成28年度

平成29年度

321人

321人

定例・定型的事業

民生委員児童委員に対する支
援及び補助事業

平成30年度
321人

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 92,086 千円

一般会計

 施策のねらい
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり                       保健福祉部 保険年金課 
政策目標５ 共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち 
施策目標１７ 医療を受けられる保険制度を安定的に運営する 
 

 

 

 

 

 

 

 

  １ 国民健康保険事業などの安定した事業運営 

国民健康保険と後期高齢者医療制度の安定的で健全な運営を確保し、だれもが安心して医療が受け

られるようにします。 

 

  ２ 特定健康診査の実施率の向上 

特定健康診査の実施率を向上させ、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の該当者と予備

群を掘り起こし、効果的な保健指導を行い、糖尿病など生活習慣病の改善につなげることで、健康の

保持に努めます。 

 

  ３ 国民年金への加入促進 

一人一人の年金受給権確保のために、国と協力・連携し、きめ細かな年金相談を推進するとともに、

国民年金に係る各種届出などの適切な事務処理を進めることで、国民年金への適正な加入と保険料納

付を促進します。 

 

 
保険料収入を確保するため、現在の納付環境を維持し、期限内納付を勧奨するとともに、督促・催

告や財産調査等の滞納整理事務の的確な実施により、より公平で安定した事業運営に努めます。併せ

て、収納率の向上のため、徴収体制の強化を検討します。 

また、支出の適正化のため、国民健康保険データヘルス計画を策定し、被保険者の疾病の傾向と健

診との関係等について分析・評価を行い、それらのデータを活用した効果的かつ効率的な保健事業を

実施します。 

 
 

 

指標名 現状値 
平成 30 年度 

の目標値 
指標の説明・意図 

国民健康保険

料現年度分収

納率 

91.78% 

（平成 26 年度） 
91.78% 

国民健康保険事業の安定した事業運営が行われてい

るかを測ります。 

高齢化や、被用者保険の適用拡大が進む中、低所得階

層の占める割合の増加が見込まれ、国民健康保険料の収

納状況は厳しくなるものの、徴収業務の的確な実施とと

もに、窓口納付相談の一層の充実を図ることにより、収

納率を維持することを目標としました。 

 

施策目標：１７ 

医療を受けられる保険制度を安定的に運営する  （保険年金課） 

 施策のねらい 

 指標 施策目標の達成状況を把握する目安となる数値 

 施策目標における３年間の目指すべき方向性 
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第３次実施計画事業一覧表

基本理念２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

政策目標５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち
保健福祉部　保険年金課

施策目標１７　医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

10 件定例・定型的事業 13,589 百万円政策的事業 6 件

施策
の

ねらい
事　　業　　名

事業
の
性質

○ 一般会計

№ （★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 平成28～30年度の
事業費

事業費（職員給与費除く）

3,002,062 千円国民健康保険事業保険基盤安定繰出金に関する事務政策 1 1

3,342,439 千円国民健康保険事業特別会計繰出金に関する事務政策 1 2

5,784,516 千円後期高齢者医療市町村負担金等の支払い事務政策 1 3

232,760 千円後期高齢者医療一般会計繰り出し事務政策 1 4

1,207,779 千円後期高齢者医療基盤安定繰り出し事務政策 1 5

808 千円老人保健医療事業政策 1 6

98 千円各種補助金に関する事務定例 1 7

1,908 千円高額療養費等の貸付に関する事務定例 1 8

― 千円日雇特例被保険者事業定例 1 9

― 千円国民年金事務費交付金に関する事務定例 3 10

9,091 千円国民年金法に基づく各種届出に係る事務定例 3 11

― 千円国民年金法に基づく福祉年金の窓口受付に関する事務定例 3 12

― 千円電算処理の連絡及び調整に関する事務定例 3 13

8,028 千円★ 年金に関する相談及び広報に関する事務定例 3 14

― 千円災害応急対策活動定例 - 15

― 千円庁内共通事務定例 - 16

※事業の性質：「政策」…政策的事業・「定例」…定例・定型的事業

―  件 定例・定型的事業 81,062 百万円政策的事業 59 件

施策
の

ねらい
事　　業　　名

事業
の
性質

○国民健康保険事業特別会計

№ （★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 平成28～30年度の
事業費

事業費（職員給与費除く）

48,939 千円★ レセプトの再審査事務政策 1 1

44,010 千円被保険者証の一斉更新に関する事務政策 1 2

5,769 千円高齢受給者証の一斉更新に関する事務政策 1 3

― 千円国民健康保険システム改修に関する事務政策 1 4

10,614 千円資格異動に伴う賦課処理に関する事務政策 1 5

7,959 千円窓口保険料納付相談及び納付指導に関する事務政策 1 6

21,228 千円資格適正の確認に関する事務政策 1 7

207 千円標準負担額減額認定証の認定及び発行に関する事務政策 1 8

2,400 千円第三者行為の請求事務政策 1 9

3,642 千円★ ジェネリック医薬品普及啓発事業政策 1 10

33,147 千円国民健康保険特別会計の全般的な事務政策 1 11

― 千円退職者医療制度への変更手続に関する事務政策 1 12

― 千円年金喪失者通知に関する事務政策 1 13

147 千円特定疾病の認定及び受療証の交付に関する事務政策 1 14

― 千円国民健康保険被保険者証等受療証の発行に関する事務政策 1 15

― 千円月報及び年報の作成に関する事務政策 1 16

― 千円国保概要の作成に関する事務政策 1 17

68,466 千円共同電算処理事業費支払い事務政策 1 18

3,381 千円神奈川県国民健康保険団体連合会負担金の支払いに関する事務政策 1 19

82,158 千円保険料賦課に関する事務政策 1 20

41,292 千円★ 保険料の収納率の向上に関する事務政策 1 21

34,437 千円★ 保険料収納環境推進に関する事務政策 1 22

― 千円保険料率の決定及び告示に関する事務政策 1 23

― 千円保険料減免申請書の受理及び減免額の決定に関する事務政策 1 24

1,605 千円国民健康保険運営協議会の開催に係る事務政策 1 25

40,315,000 千円一般被保険者療養給付費支払い事務政策 1 26

673,000 千円退職被保険者等療養給付費支払い事務政策 1 27
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第３次実施計画事業一覧表

基本理念２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

政策目標５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち
保健福祉部　保険年金課

施策目標１７　医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

713,000 千円一般被保険者療養費に関する事務政策 1 28

1,800 千円指定公費に関する事務政策 1 29

13,000 千円退職被保険者等療養費に関する事務政策 1 30

105,000 千円審査支払手数料の支払い事務政策 1 31

4,913,000 千円一般被保険者高額療養費に関する事務政策 1 32

99,000 千円退職被保険者等高額療養費に関する事務政策 1 33

15,000 千円一般被保険者高額介護合算療養費に関する事務政策 1 34

600 千円退職被保険者等高額介護合算療養費に関する事務政策 1 35

450 千円一般被保険者の移送費に関する事務政策 1 36

150 千円退職被保険者等の移送費に関する事務政策 1 37

302,400 千円出産育児一時金に関する事務政策 1 38

153 千円出産育児一時金直接支払い制度に関する事務政策 1 39

54,000 千円葬祭費に関する事務政策 1 40

9,732,000 千円後期高齢者支援金の支払い事務政策 1 41

636 千円後期高齢者関係事務費拠出金の支払い事務政策 1 42

4,284 千円前期高齢者納付金の支払い事務政策 1 43

672 千円前期高齢者関係事務費拠出金の支払い事務政策 1 44

184 千円老人保健事務費拠出金の支払い事務政策 1 45

3,712,000 千円介護納付金の支払い事務政策 1 46

1,524,213 千円高額医療費共同事業拠出金の支払い事務政策 1 47

17,593,389 千円保険財政共同安定化事業拠出金の支払い事務政策 1 48

18 千円その他共同事業拠出金の支払い事務政策 1 49

3,663 千円健康管理啓発事業政策 1 50

28,707 千円医療費通知送付事業政策 1 51

1,977 千円健康診査（親子の歯磨き教室）事業政策 1 52

63,060 千円国民健康保険に関わる補助金及び交付金申請事務政策 1 53

3,324 千円国民健康保険運営基金の積立に関する事務政策 1 54

75,567 千円過誤納金の還付に関する事務（一般）政策 1 55

3,000 千円過誤納金の還付に関する事務（退職）政策 1 56

3 千円償還金に関する事務政策 1 57

60,000 千円国民健康保険事業の予備費に関する事務政策 1 58

640,758 千円★ 特定健康診査・特定保健指導事業政策 2 59

※事業の性質：「政策」…政策的事業・「定例」…定例・定型的事業

 

―  件 定例・定型的事業 10,090 百万円政策的事業 6 件

施策
の

ねらい
事　　業　　名

事業
の
性質

○後期高齢者医療事業特別会計

№ （★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 平成28～30年度の
事業費

事業費（職員給与費除く）

14,500 千円後期高齢者医療一般管理事業政策 1 1

9,992,705 千円後期高齢者医療広域連合への保険料等の納付事務政策 1 2

6,000 千円後期高齢者医療事業の予備費事務政策 1 3

900 千円後期高齢者医療保険の保険料還付加算金支払い事務政策 1 4

15,058 千円後期高齢者医療保険の保険料還付事務政策 1 5

60,666 千円後期高齢者医療保険の保険料徴収事務政策 1 6

※事業の性質：「政策」…政策的事業・「定例」…定例・定型的事業
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標１７　医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

基本理念

政策目標
保健福祉部　保険年金課

主な第３次実施計画事業

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

３　国民年金への加入促進

・藤沢年金事務所と協力・連携を図り、きめ細かな年
金相談及び国民年金制度の啓発に取り組みます。

※窓口開設日数（平成26年度）：271日/年

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

窓口開設日数

 目標

平成28年度

平成29年度

272日/年

272日/年

定例・定型的事業

年金に関する相談及び広報に
関する事務

平成30年度
272日/年

30年度28年度

政策共通認識 □ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 8,028 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　国民健康保険事業などの安定し
た事業運営

・医療費の適正化を図るため、レセプトの資格点検、
内容点検及び再審査処理等を行います。
・国民健康保険の資格を持たない者が医療機関等を受
診した場合等の不正・不当利得に該当するレセプトを
検出し、該当者に対して支払い請求を行います。

※レセプト点検による効果額（平成26年度）：
154,213千円

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

レセプト点検によ
る効果額

 目標

平成28年度

平成29年度

100,000千円

100,000千円

政策的事業

レセプトの再審査事務

平成30年度
100,000千円

30年度28年度

政策共通認識 □ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 48,939 千円

国民健康保険事業特別会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　国民健康保険事業などの安定し
た事業運営

・特に医師の指示がなければ選択できるジェネリック
医薬品についてのパンフレットや希望カードの配付及
び切り替えた場合の利用差額通知の送付などの手法に
よりジェネリック医薬品の普及啓発を図ります。

※ジェネリック医薬品の利用率（数量シェア）（12
月調剤分）（平成26年度）：55.0％

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

ジェネリック医薬
品の利用率（数量
シェア）（12月調
剤分）

 目標

平成28年度

平成29年度

58.0%

59.0%

政策的事業

ジェネリック医薬品普及啓発
事業

平成30年度
60.0%

30年度28年度

政策共通認識 □ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 3,642 千円

国民健康保険事業特別会計

 施策のねらい
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標１７　医療を受けられる保険制度を安定的に運営する

基本理念

政策目標
保健福祉部　保険年金課

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　国民健康保険事業などの安定し
た事業運営

・督促状・催告書の送付による納付勧奨や窓口での納
付相談を行うほか、滞納者に対する財産調査を行い、
的確な滞納処分を実施します。

※国民健康保険料現年度収納率（平成26年度）：
91.78％

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

国民健康保険料現
年度収納率

 目標

平成28年度

平成29年度

91.78％

91.78％

政策的事業

保険料の収納率の向上に関す
る事務

平成30年度
91.78％

30年度28年度

政策共通認識 □ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 41,292 千円

国民健康保険事業特別会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　国民健康保険事業などの安定し
た事業運営

・口座振替の登録の勧奨、コンビニ収納、郵便振替に
よる納付、マルチペイメントネットワークの利用な
ど、現在の収納環境を維持します。

※保険料徴収実績（口座振替・コンビニ納付・MPN
納付等納付方法ごとの件数及び収納金額）の確認（平
成26年度）：１回/月

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

保険料徴収実績の
確認

 目標

平成28年度

平成29年度

１回/月

１回/月

政策的事業

保険料収納環境推進に関する
事務

平成30年度
１回/月

30年度28年度

政策共通認識 □ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 34,437 千円

国民健康保険事業特別会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

２　特定健康診査の実施率の向上

・40歳から74歳の国民健康保険被保険者に対し、特
定健康診査（医療機関に委託）を実施します。
・特定健康診査の結果、メタボリックシンドローム
（内臓脂肪症候群）該当者又はその予備群と判定され
た方に対して、特定保健指導を実施します。
・データヘルス計画を平成29年度に改訂します。

※特定健康診査の実施率（平成26年度）：36.5％

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

特定健康診査の実
施率

 目標

平成28年度

平成29年度

40.0%

41.0%

政策的事業

特定健康診査・特定保健指導
事業

平成30年度
41.0％

30年度28年度

政策共通認識 □ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 640,758 千円

国民健康保険事業特別会計

 施策のねらい
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり   保健福祉部 高齢福祉介護課 
政策目標５ 共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち 
施策目標１８ 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する 

１ 高齢者の健康づくりと生きがいづくりの支援 
高齢者が、できるだけ健康で、その人らしく生きがいをもって生活できるよう、体力・健康づくり
と生きがいづくりを支援します。

２ 介護サービスの充実 
介護が必要な高齢者に対して、身近な地域で安心して、必要なサービスが利用できるよう、介護保
険サービスを充実します。

３ 認知症高齢者に対する支援の充実 
認知症高齢者が、住み慣れた地域で尊厳ある暮らしが続けられるよう、地域ケア体制を整備します。 

４ 介護予防・日常生活支援総合事業の推進 
多様な主体による訪問サービスや通所サービス等の介護予防・生活支援サービス等の提供体制を整
備し、要支援認定者等の在宅における日常生活を支える取り組みを推進します。

５ 多職種が連携した在宅医療の体制の充実 
医療、介護などの多職種の連携による支援体制を構築し、高齢者が住み慣れた地域で暮らし、在
宅で医療を受けられるようにします。 

６ 地域包括支援センターの機能充実 
高齢者とその家族に対して、身近な地域で、保健・福祉・介護に関する相談ができるよう、地域包
括支援センターの機能を充実させるとともに、さらなる施設整備を行い、地域支援体制を整備します。 

７ 権利擁護体制の充実 
高齢者が、主体的な生活を選択する際に、権利を侵害されたり財産を脅かされたりすることがない
よう、地域の多様な関係者・関係機関と連携し、権利擁護の推進体制を強化することで、いざという
ときも安心して生活できるようにします。

８ 災害時要援護者支援制度の充実 
一人暮らしの高齢者や障害者など、日常生活の中で手助けを必要とする人が、災害が発生した際に
地域の中で支援を受けられるようにするための災害時要援護者支援制度を充実します。

高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じて自立した日常生活を送ることがで
きるよう、地域の支え合いの力が連携して機能し、効果を発揮できる仕組みづくりを進め、高齢者一
人一人の日々充実した暮らしの実現を目指します。 

指標名 現状値 
平成 30 年度 

の目標値 
指標の説明・意図 

高齢者のうち

要支援・要介護

認定を受けた

人の割合 

14.1％ 

（平成 26 年度）
15.5%以下 

介護予防に主眼をおいた健康づくり生きがいづくりの

支援事業が効果的に行われているかを測ります。 

今後の人口推計やこれまでの要支援・要介護認定者数の

伸びを考慮し、要支援・要介護認定を受ける人の割合を

15.5％以下に抑えることを目標としました。 

施策目標：１８ 

高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する  （高齢福祉介護課） 

施策のねらい 

指標 施策目標の達成状況を把握する目安となる数値 

施策目標における３年間の目指すべき方向性 
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第３次実施計画事業一覧表

基本理念２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

政策目標５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち
保健福祉部　高齢福祉介護課

施策目標１８　高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

12 件定例・定型的事業 7,967 百万円政策的事業 29 件

施策
の

ねらい
事　　業　　名

事業
の
性質

○ 一般会計

№ （★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 平成28～30年度の
事業費

事業費（職員給与費除く）

― 千円マイライフ（エンディング）ノート活用事業政策 1 1

14,857 千円敬老祝金等贈呈事業政策 1 2

9,332 千円敬老大会慰安事業政策 1 3

2,598 千円公衆浴場入浴サービス事業政策 1 4

― 千円★ 高齢者施策の周知及び情報提供事業政策 1 5

1,057 千円高齢者等居住支援事業政策 1 6

10,308 千円高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定及び推進政策 1 7

27,305 千円高齢者福祉団体負担金・補助金事業政策 1 8

3,844 千円在宅高齢者実態調査及び地域見守り活動等の推進政策 1 9

2,880 千円在日外国人高齢者・障害者等福祉給付金支給事業政策 1 10

503 千円多様な主体による高齢者の外出の機会提供事業（高齢者のための優待サービス事業）政策 1 11

― 千円老人居宅生活支援事業等に関する事務（中核市関連）政策 1 12

208,135 千円老人憩いの家管理事業政策 1 13

― 千円老人福祉法の施設整備に関する事業政策 1 14

2,802 千円家族介護支援一時入所事業（特別養護老人ホーム）政策 2 15

6,869,322 千円介護保険事業特別会計繰出金政策 2 16

540 千円介護保険低所得利用者対策事業政策 2 17

42,074 千円★ 介護老人保健施設整備事業政策 2 18

26,472 千円給食サービス事業政策 2 19

31,743 千円緊急通報装置貸与事業政策 2 20

2,655 千円寝具類等洗濯乾燥消毒サービス事業（寝具乾燥・丸洗い）政策 2 21

3,027 千円生活管理指導短期宿泊事業（養護老人ホーム）政策 2 22

256,757 千円地域密着型サービスの整備に関する事務政策 2 23

7,027 千円（仮称）茅ヶ崎市営小和田住宅外複合施設整備事業（地域包括支援センターの移転・併設）政策 4 24

209 千円高齢者虐待防止対策事業政策 7 25

3,656 千円★ 市民後見人養成事業政策 7 26

189 千円養護老人ホームへの入所措置等に関する事務政策 7 27

259,839 千円老人保護措置費の決定・支払・徴収に関する事務政策 7 28

10,025 千円災害時における要配慮者及び避難行動要支援者支援事業（高齢者）政策 8 29

12,867 千円ケアセンター管理事業定例 1 30

89,163 千円シルバー人材センター補助事業（高齢者の就労機会等の提供）定例 1 31

13,051 千円介護予防・健康づくり事業（60歳からのフィットネス教室）定例 1 32

876 千円高齢者の学びの機会創出事業定例 1 33

4,511 千円高齢者の生きがいと健康づくり推進事業定例 1 34

7,057 千円生きがいふれあいバス運行事業定例 1 35

37,236 千円老人クラブ等助成事業定例 1 36

3,995 千円脳の健康教室定例 3 37

― 千円高齢者等の福祉の相談等に関する事務（ケースワーク業務）定例 7 38

10 千円老人保護措置費自己負担金の口座振替に関する事務定例 7 39

― 千円災害応急対策活動定例 - 40

615 千円庁内共通事務（老人福祉管理業務）定例 - 41

※事業の性質：「政策」…政策的事業・「定例」…定例・定型的事業

 

※中核市関連：中核市移行に伴い新たに取り組む事業。具体的な事業費については、移行に向けた準備の中で明らかにしていきます。

―  件 定例・定型的事業 43,199 百万円政策的事業 43 件

施策
の

ねらい
事　　業　　名

事業
の
性質

○介護保険事業特別会計

№ （★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 平成28～30年度の
事業費

事業費（職員給与費除く）

600 千円家族介護慰労事業政策 2 1

2,055 千円家族等介護支援事業政策 2 2
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第３次実施計画事業一覧表

基本理念２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

政策目標５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち
保健福祉部　高齢福祉介護課

施策目標１８　高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

16,098 千円介護サービス相談員派遣事業政策 2 3

― 千円介護給付費適正化事業政策 2 4

126,824 千円介護認定審査会事務政策 2 5

4,551 千円介護保険運営基金への積み立て政策 2 6

270 千円介護保険事業者に対する人材育成政策 2 7

50,631 千円介護保険事業特別会計の全般的事務政策 2 8

5,000 千円介護保険事務処理システム改修事業政策 2 9

― 千円介護保険認定非該当高齢者への支援事業政策 2 10

9,825 千円介護用品支給サービス事業（紙おむつ等の支給）政策 2 11

― 千円居宅サービス事業者の指定等に関する事務（中核市関連）政策 2 12

― 千円苦情相談窓口の充実政策 2 13

1,014,291 千円高額介護サービス費・高額医療合算介護サービス費の支給政策 2 14

25,897 千円高齢者安心電話相談事業政策 2 15

6,306 千円高齢者住宅生活援助員派遣事業政策 2 16

― 千円事業者支援のための情報提供政策 2 17

― 千円事故報告の徹底と再発防止のための指導政策 2 18

12 千円償還金政策 2 19

― 千円地域密着型サービスの事業者の指定・指導等に関する事務政策 2 20

220,705 千円認定調査事務政策 2 21

18,894 千円被保険者保険料還付金及び還付加算金政策 2 22

63,420 千円賦課徴収事務政策 2 23

240 千円福祉用具・住宅改修支援事業政策 2 24

32,966 千円保険請求に関する審査支払業務政策 2 25

3,000 千円予備費政策 2 26

36,975,933 千円要介護者にかかる保険給付政策 2 27

120 千円要介護認定調査の適正化の推進政策 2 28

2,561,750 千円要支援者にかかる保険給付政策 2 29

777 千円認知症サポーター養成講座政策 3 30

1,383 千円★ 認知症施策推進事業政策 3 31

4,487 千円徘徊高齢者家族支援サービス事業（ＳＯＳネットワーク）政策 3 32

1,644 千円徘徊高齢者早期発見位置お知らせサービス事業（ＧＰＳ装置の貸与）政策 3 33

17,441 千円すこやか支援プログラム事業政策 4 34

21,741 千円はつらつ健康プログラム事業政策 4 35

54,186 千円一般介護予防事業政策 4 36

1,185,930 千円★ 介護予防・日常生活支援総合事業政策 4 37

4,626 千円生活支援体制整備事業政策 4 38

709,593 千円地域包括支援センターの運営に関する事務政策 4 39

36,796 千円★ 在宅医療介護連携推進事業政策 5 40 ◆保健所政令市関連事業

900 千円地域ケア会議運営事業政策 6 41

2,724 千円地域包括支援センターの機能強化に関する事業政策 6 42

17,715 千円成年後見制度利用支援事業政策 7 43

※事業の性質：「政策」…政策的事業・「定例」…定例・定型的事業

◆保健所政令市関連事業：保健所政令市移行に向けた準備又は移行後に保健所で実施する事業

※中核市関連：中核市移行に伴い新たに取り組む事業。具体的な事業費については、移行に向けた準備の中で明らかにしていきます。
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標１８　高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

基本理念

政策目標
保健福祉部　高齢福祉介護課

主な第３次実施計画事業

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　高齢者の健康づくりと生きがい
づくりの支援

・民間企業と協働し、「高齢者のガイド」を作成・配
布します。
・公共施設での配架のほか、地域包括支援センター、
ボランティアセンター、民生委員・児童委員、介護事
業者の協力などによる配布の方法を工夫し、高齢者に
必要な情報の提供を行います。
・ホームページの充実を図り、積極的に情報の提供を
行います。

※「高齢者のガイド」発行数（平成27年度）：
30,000部

事業実施年度 29年度

継続拡充

事業主体 市・民間

 指標

「高齢者のガイ
ド」発行数

 目標

平成28年度

平成29年度

－

20,000部

政策的事業

高齢者施策の周知及び情報提
供事業

平成30年度
－

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 ■ 協働 ■ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 － 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

２　介護サービスの充実

・介護老人保健施設を整備する社会福祉法人等に対し
て、県とともに補助金を支出します。

事業実施年度 29年度

新規

事業主体 市

 指標

介護老人保健施設
整備の進捗状況

 目標

平成28年度

平成29年度

整備着手

整備完了

政策的事業

介護老人保健施設整備事業

平成30年度
－

28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 ■ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 42,074 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

７　権利擁護体制の充実

・本市における市民後見人養成のあり方の検討を進め
ます。
・市民後見人養成研修を実施するとともに養成された
市民後見人候補者のフォローアップを行います。
・市民後見人の活動をバックアップする体制を整備し
ます。

事業実施年度 29年度

継続拡充

事業主体 市

 指標

市民後見人養成研
修開催回数

 目標

平成28年度

平成29年度

１回（基礎研修）

２回（基礎研修、
実践研修）

政策的事業

市民後見人養成事業

平成30年度
２回（実践研修、
フォロー研修）

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 ■ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 3,656 千円

一般会計

 施策のねらい
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標１８　高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

基本理念

政策目標
保健福祉部　高齢福祉介護課

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

３　認知症高齢者に対する支援の充
実

・認知症の方の早期発見、早期支援に取り組みます。
・認知症の方や家族を地域で支えるための仕組みづく
りとネットワーク化を図ります。

※訪問回数（平成26年度）：６回

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

訪問回数

 目標

平成28年度

平成29年度

24回

24回

政策的事業

認知症施策推進事業

平成30年度
24回

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 1,383 千円

介護保険事業特別会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

４　介護予防・日常生活支援総合事
業の推進

・要支援認定を受けた方や基本チェックリスト該当者
に対して介護予防ケアマネジメントに基づき、身体介
護及び掃除、洗濯等の日常生活上の支援を実施する訪
問型サービス、機能訓練や集いの場など日常生活上の
支援を提供する通所型サービスなどを実施します。

事業実施年度 29年度

継続拡充

事業主体 市

 指標

事業実施準備・移
行等の進捗状況

 目標

平成28年度

平成29年度

移行準備

事業実施

政策的事業

介護予防・日常生活支援総合
事業

平成30年度
事業実施

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 1,185,930 千円

介護保険事業特別会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

５　多職種が連携した在宅医療の体
制の充実

・行政と医療福祉介護の関係機関代表者会議におい
て、（仮称）連携支援室の機能、役割等、整備に向け
た全般の検討を行います。
・地域リーダー会議において、多職種連携研修会の企
画を行い、「在宅医療」及び「医療と介護の連携」の
推進のための多職種連携研修会を開催します。

※研修及び会議（代表者会議及び部会）の開催回数
（平成26年度）：７回

事業実施年度 29年度

継続拡充

事業主体 市

 指標

研修会及び会議(代
表者会議及び部
会）の開催回数

 目標

平成28年度

平成29年度

23回

７回

政策的事業

在宅医療介護連携推進事業

平成30年度
７回

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 ■ 環境 ■ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 36,796 千円

介護保険事業特別会計

 施策のねらい
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり                       保健福祉部 障害福祉課 
政策目標５ 共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち 
施策目標１９ 障害者の自立した生活と社会参加を支援する 
 

 

 

 

 

 

 

 

  １ 障害者が暮らしやすい条件や環境の整備 

障害者が、自分の住んでいる地域で安心して生活できるよう、暮らしの場の整備をはじめ生活全般

にわたる支援など、障害者の暮らしを支えるサービスを充実します。 

 

  ２ 主体性や自立性の確立 

障害者が、その人らしく生きていくために、能力や特性に応じた活動の場の確保や就労に向けた多

様な支援を行い、主体性や自立性を確立できるようにします。 

 

  ３ ノーマライゼーションの浸透 

障害の有無にかかわらず、相互に人格と個性を尊重しあい、共に社会を築いていく市民であるとい

う意識を啓発していきます。 

 

  ４ 権利擁護体制の充実 

障害者が主体的な生活を選択する際に、権利を侵害されたり財産を脅かされたりすることのないよ

う、地域の多様な関係者・関係機関と連携し、権利擁護の推進体制を強化することで、いざというと

きも安心して生活できるようにします。 

 

  ５ 災害時要援護者支援制度の充実 

一人暮らしの高齢者や障害者など、日常生活の中で手助けを必要とする人が、災害が発生した際に

地域の中で支援を受けられるようにするための災害時要援護者支援制度を充実します。 

 

  ６ 医療費助成制度の維持 

重度障害者医療費助成を安定的に継続運営することで、対象者の健康や福祉の増進と経済的負担の

軽減を図ります。 

 

 

 

 

 

第４期障害者保健福祉計画において掲げている目指すべき将来像である「お互いの理解と助け合いの

もと、だれもが自分らしく生きがいのある暮らしを実現できるまち」を実現するために、国の考え方や

これまでの実績、現状の動向を考慮しながら、障害のある方が、地域で自分らしく生活を送ることがで

きるように、さまざまな福祉サービスの充実を図ります。 

 
 
 
 

施策目標：１９ 

障害者の自立した生活と社会参加を支援する  （障害福祉課） 

 施策のねらい 

 施策目標における３年間の目指すべき方向性 
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり                       保健福祉部 障害福祉課 
政策目標５ 共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち 
施策目標１９ 障害者の自立した生活と社会参加を支援する 
 

 

 
 

 

指標名 現状値 
平成 30 年度 

の目標値 
指標の説明・意図 

施設や入院か

ら地域生活へ

移行した人の

数 

４人 

（平成 26 年度） 
５人 

地域生活を支援するための事業が効果的に実施できて

いるかを測ります。 

グループホームなどの生活の場や在宅福祉サービス、地

域生活支援事業などを充実させ、「障害者保健福祉計画」

及び過去の実績を勘案して、目標値は、地域生活に移行す

る人の数を毎年５人としました。 

 指標 施策目標の達成状況を把握する目安となる数値 
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第３次実施計画事業一覧表

基本理念２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

政策目標５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち
保健福祉部　障害福祉課

施策目標１９　障害者の自立した生活と社会参加を支援する

8 件定例・定型的事業 13,953 百万円政策的事業 36 件

施策
の

ねらい
事　　業　　名

事業
の
性質

○ 一般会計

№ （★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 平成28～30年度の
事業費

事業費（職員給与費除く）

13,095 千円（仮称）茅ヶ崎市営小和田住宅外複合施設整備事業（障害児日中一時支援事業所の整備）政策 1 1

932 千円SOSネットワーク事業政策 1 2

75,130 千円★ グループホームに関する事務政策 1 3

291,565 千円移動支援事業政策 1 4

515,163 千円自立支援医療（更生医療・精神通院医療）に関する事務政策 1 5

7,756,179 千円★ 自立支援給付費等に関する事務政策 1 6

142 千円自立支援協議会に関する事務政策 1 7

9,360 千円重症心身障害者通所加算に関する事務政策 1 8

156,364 千円重度障害者タクシー利用助成に関する事務政策 1 9

607,670 千円障害児通所施設の運営・管理政策 1 10

415,732 千円障害者ふれあい活動ホームの運営・管理政策 1 11

12,888 千円障害者住宅設備改修の補助に関する事務政策 1 12

90,680 千円障害者通所交通費の助成に関する事務政策 1 13

566,435 千円障害者福祉手当（国・県･市）に関する事務政策 1 14

6,979 千円障害者保健福祉計画に関する事務政策 1 15

551 千円障害福祉相談員事業政策 1 16

4,815 千円身体障害者への自動車燃料費の助成に関する事務政策 1 17

5,592 千円先端技術を活用した日常生活支援に関する事務政策 1 18

146,620 千円相談支援体制の機能強化（相談支援事業・自発的活動支援事業・発達障害支援含む）政策 1 19

412,600 千円地域活動支援センター機能強化事業政策 1 20

12,696 千円★ 地域生活支援拠点整備事業政策 1 21

136,280 千円日常生活用具給付事業政策 1 22

161,172 千円日中一時支援事業政策 1 23

17,212 千円認定調査及び市町村審査会に関する事項政策 1 24

118,755 千円補装具費給付に関する事務政策 1 25

37,050 千円訪問入浴サービスに関する事務政策 1 26

93,056 千円計画相談支援に関する事務政策 2 27

8,994 千円★ 社会参加促進事業政策 2 28

20,881 千円障害者就労支援事業政策 2 29

59,531 千円★ 店舗活用型就労支援事業政策 2 30

14,533 千円意思疎通支援事業政策 3 31

3,093 千円理解促進研修・啓発事業政策 3 32

308 千円★ 権利擁護に関する事務（障害者虐待防止法・障害者差別解消法含む）政策 4 33

9,238 千円成年後見制度に関する事務政策 4 34

10,866 千円災害時における要配慮者及び避難行動要支援者支援事業（障害者）政策 5 35

2,117,924 千円★ 重度障害者医療費助成事業政策 6 36

― 千円各種公共サービスに係る事務定例 1 37

― 千円★ 障害者手帳の交付に係る事務定例 1 38

― 千円心身障害者扶養共済制度に関する事務定例 1 39

10,706 千円生きがい会館の管理定例 1 40

29,996 千円福祉総合システムに係る事務定例 1 41

191 千円障害者表彰に関する事務定例 2 42

― 千円災害応急対策活動定例 - 43

1,950 千円庁内共通事務定例 - 44

※事業の性質：「政策」…政策的事業・「定例」…定例・定型的事業
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標１９　障害者の自立した生活と社会参加を支援する

基本理念

政策目標
保健福祉部　障害福祉課

主な第３次実施計画事業

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　障害者が暮らしやすい条件や環
境の整備

・グループホーム設置のために必要とする費用を一部
補助します。
・グループホーム入居者の家賃を一部補助します。
・障害者総合支援法第７７条第３項に定める福祉ホー
ム事業を運営実施する法人に対して運営費を補助しま
す。

※グループホーム利用者への家賃補助件数（平成26
年度）：93件

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

グループホーム利
用者への家賃補助
件数

 目標

平成28年度

平成29年度

120件

132件

政策的事業

グループホームに関する事務

平成30年度
140件

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 75,130 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　障害者が暮らしやすい条件や環
境の整備

・障害者（児）が自立した生活の支援となる自立支援
給付費等について、適正かつ効率的な支払いを行いま
す。

※支払回数（平成26年度）：月１回

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

支払回数

 目標

平成28年度

平成29年度

月１回

月１回

政策的事業

自立支援給付費等に関する事
務

平成30年度
月１回

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 7,756,179 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　障害者が暮らしやすい条件や環
境の整備

・三市一町における地域連携（＝圏域）を活用し、支
援が困難な在宅障害児者に対する短期入所サービスを
提供します。
・医療ケア等が必要な重度な障害者が、緊急一時的な
宿泊や一人暮らしに向けた体験的宿泊を提供するため
の居室を確保します。

※サービス登録者数（三市一町における障害福祉サー
ビス等地域拠点事業所配置事業）（平成26年度）：
21人

事業実施年度 29年度

継続拡充

事業主体 市

 指標

サービス登録者数

 目標

平成28年度

平成29年度

25人

25人

政策的事業

地域生活支援拠点整備事業

平成30年度
27人

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 12,696 千円

一般会計

 施策のねらい

159



２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標１９　障害者の自立した生活と社会参加を支援する

基本理念

政策目標
保健福祉部　障害福祉課

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

２　主体性や自立性の確立

・障害者の社会参加及び社会活動の促進のため、ハン
ディキャブ運行事業、自動車運転免許取得や自動車改
造費の助成、障害者のスポーツ育成と健康の増進事
業、ふれあい交流会、障害者運動会の開催等を行いま
す。

※スポーツ交流会の参加者数（平成26年度）：168
人

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

スポーツ交流会の
参加者数

 目標

平成28年度

平成29年度

240人

240人

政策的事業

社会参加促進事業

平成30年度
240人

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 ■ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 8,994 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

２　主体性や自立性の確立

・障害者の就労訓練を行います。
・障害者の就労に関する情報収集・情報提供の拠点と
相談窓口を確保します。
・市内障害者就労施設での受注・発注の拠点として活
用します。

※就労（訓練）者数（平成26年度）：16人

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

就労（訓練）者数

 目標

平成28年度

平成29年度

20人

20人

政策的事業

店舗活用型就労支援事業

平成30年度
22人

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 ■ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 59,531 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

４　権利擁護体制の充実

・障害者差別解消法の平成28年法施行に向けての対
応要領を作成します。
・研修会の開催、パンフレットやグッズによる周知な
どの普及啓発活動を実施します。
・人権擁護委員会、相談支援事業者、自立支援協議
会、民間オンブズマン組織などの関係機関の連絡調整
会議を障害者虐待防止センターを中心に開催します。

※市民への周知の研修・ミニ勉強会等の回数（平成
26年度）：１回

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

市民への周知の研
修・ミニ勉強会等
の回数

 目標

平成28年度

平成29年度

10回

10回

政策的事業

権利擁護に関する事務（障害
者虐待防止法・障害者差別解
消法含む）

平成30年度
10回

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 ■ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 308 千円

一般会計

 施策のねらい
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標１９　障害者の自立した生活と社会参加を支援する

基本理念

政策目標
保健福祉部　障害福祉課

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

６　医療費助成制度の維持

・重度障害者に対して、保険診療内の医療費の自己負
担部分を助成し、経済的な負担の軽減を図ります。

※助成件数（平成26年度）：115,553件

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

助成件数

 目標

平成28年度

平成29年度

136,700件

141,770件

政策的事業

重度障害者医療費助成事業

平成30年度
147,000件

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 2,117,924 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　障害者が暮らしやすい条件や環
境の整備

・三障害（身体、知的、精神）の手帳交付申請を県へ
の経由事務として受付、進達を行います。
・県の審査、手帳交付後、市から対象者に対し、障害
福祉の制度を説明するとともに手帳を交付します。

※手帳所持者数（身体障害者手帳）（平成26年
度）：5,950人

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

手帳所持者数（身
体障害者手帳）

 目標

平成28年度

平成29年度

6,110人

6,190人

定例・定型的事業

障害者手帳の交付に係る事務

平成30年度
6,270人

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 － 千円

一般会計

 施策のねらい
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり   保健福祉部 生活支援課 
政策目標５ 共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち 
施策目標２０ 安定した生活を支援する 

１ 生活困窮者への自立支援 

生活保護の開始には至らないものの、さまざまな理由で生活に困窮している人に対し、自立支援に

向けた施策を講じることで、将来的に生活保護の開始に至らないようにします。

２ 生活保護世帯の自立支援 

生活保護を受給している世帯に対し、必要な支援を行いながら自立を促し、できるだけ短期間で自

立できるようにします。

生活保護就労支援員とケースワーカー、またハローワークとの連携により、生活保護受給者の就労

による経済的な自立を図ります。

生活困窮者の自立を支援するため、自立相談支援員を配置し、生活困窮者の相談を受けるとともに

自立助長を図ります。

生活困窮者（生活保護世帯を含む）の中学生を対象に、学習支援や日常的な生活習慣を育む支援を

行うことにより、長期的な視点で生活困窮者世帯の自立助長を図ります。

指標名 現状値 
平成 30 年度 

の目標値 
指標の説明・意図 

就労が決定し、

収入を得た被

保護者の人数

及び就労率

94 人 

45％ 

（平成 26 年度）

120 人 

45％ 

生活保護を受給している世帯に対し、就労支援を行

い、自立が進んでいるかを測ります。 

平成24年度から26年度までの就労決定者数及び就労

率の平均値から平成 30 年度の目標値を設定しました。

就労者数は被保護者の年齢や就労意欲等個々の状況

に左右されるため、就労支援プログラム等に参加した被

保護者の就労率を追加し、事業の成果の明確化を図りま

した。 

施策目標：２０ 

安定した生活を支援する  （生活支援課） 

施策のねらい 

指標 施策目標の達成状況を把握する目安となる数値 

施策目標における３年間の目指すべき方向性 
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第３次実施計画事業一覧表

基本理念２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

政策目標５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち
保健福祉部　生活支援課

施策目標２０　安定した生活を支援する

16 件定例・定型的事業 11,457 百万円政策的事業 10 件

施策
の

ねらい
事　　業　　名

事業
の
性質

○ 一般会計

№ （★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 平成28～30年度の
事業費

事業費（職員給与費除く）

15,535 千円★ 生活困窮者自立相談支援事業政策 1 1

― 千円生活困窮者自立支援法に基づく任意事業政策 1 2

3,303 千円行旅死亡人の埋火葬等事業政策 1 3

1,545 千円行旅病人の救護等事業政策 1 4

11,315,928 千円★ 生活保護の決定及び実施に関する事務政策 2 5

881 千円審査手数料の支払い事務（介護報酬審査）政策 2 6

5,738 千円審査手数料の支払い事務（診療報酬審査）政策 2 7

17,373 千円生活保護電算システムの社会保障・税番号制度対応改修事業政策 2 8

― 千円民間社会福祉施設運営費補助金交付事業（中核市関連）政策 2 9

― 千円無料低額宿泊所に係る事務等（中核市関連）政策 2 10

6,490 千円★ 要保護者に関する相談事業定例 1 11

11,084 千円★ 子ども健全育成推進事業定例 1 12

464 千円ホームレス支援事業定例 1 13

― 千円行旅病人及び行旅死亡人関係経費請求等に関する事務定例 1 14

12,975 千円住居確保給付金支給事業定例 1 15

― 千円中国残留邦人等に対する支援定例 1 16

9,385 千円★ 生活保護受給者就労支援事業定例 2 17

13,203 千円★ 被保護者の自立支援事業定例 2 18

― 千円厚生労働省への生活保護に係る報告事業定例 2 19

― 千円国県負担金及び補助金申請等に関する事務定例 2 20

2,420 千円生活保護業務データシステム及び医療扶助電子レセプトの運用管理業務定例 2 21

32,601 千円生活保護電算システムの管理運用事業定例 2 22

3,537 千円生活保護法診療報酬（レセプト）点検事務定例 2 23

3,144 千円病院、施設、関係機関等への調査、連絡調整に関する事務定例 2 24

― 千円災害応急対策活動定例 - 25

1,892 千円庁内共通事務定例 - 26

※事業の性質：「政策」…政策的事業・「定例」…定例・定型的事業

 ※中核市関連：中核市移行に伴い新たに取り組む事業。具体的な事業費については、移行に向けた準備の中で明らかにしていきます。
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標２０　安定した生活を支援する

基本理念

政策目標
保健福祉部　生活支援課

主な第３次実施計画事業

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　生活困窮者への自立支援

・生活困窮者からの相談を聞き取り、課題を把握しま
す。
・自立のための方策を検討し、生活困窮者の支援プラ
ンを策定します。

※平成27年度より制度開始

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

生活困窮者の相談
件数

 目標

平成28年度

平成29年度

年400人

年400人

政策的事業

生活困窮者自立相談支援事業

平成30年度
年400人

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 ■ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 15,535 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

２　生活保護世帯の自立支援

・生活に困窮する人に対し、その困窮の程度に応じた
必要な保護を行います。
・保護の実施により、その最低限度の生活を保障する
とともに、その自立を助長します。

※返還金の徴収額（平成26年度）：37,430千円

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

返還金の徴収額

 目標

平成28年度

平成29年度

34,000千円

34,000千円

政策的事業

生活保護の決定及び実施に関
する事務

平成30年度
34,000千円

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 □ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 11,315,928 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　生活困窮者への自立支援

・面接相談員及びケースワーカーが、相談者の状況を
把握し、さまざまな施策による対応策について、説
明・助言を行います。

※生活困窮者の相談件数（平成26年度）：年861件

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

生活困窮者の相談
件数

 目標

平成28年度

平成29年度

年900件

年900件

定例・定型的事業

要保護者に関する相談事業

平成30年度
年900件

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 6,490 千円

一般会計

 施策のねらい
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

５　共に見守り支え合いすこやかに暮らせるまち

施策目標２０　安定した生活を支援する

基本理念

政策目標
保健福祉部　生活支援課

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　生活困窮者への自立支援

・高校受験を控えた中学生を対象に学習支援を実施し
ます。
・日常的な生活習慣を育む支援を行うことにより、子
どもの自立心の向上を図ります。

※子どもの参加人数（平成26年度）：23人

事業実施年度 29年度

継続拡充

事業主体 市

 指標

子どもの参加人数

 目標

平成28年度

平成29年度

30人

30人

定例・定型的事業

子ども健全育成推進事業

平成30年度
30人

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 11,084 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

２　生活保護世帯の自立支援

・ケースワーカーと就労支援相談員が連携し、被保護
者の就労支援阻害要因の解消を図ります。
・就労阻害要因のない者には、求人情報の提供や就労
に効果的に役立つ技能習得の促進等、適切な指導援助
を行います。

※就労率（平成26年度）：45％

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

就労率

 目標

平成28年度

平成29年度

45％

45％

定例・定型的事業

生活保護受給者就労支援事業

平成30年度
45％

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 9,385 千円

一般会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

２　生活保護世帯の自立支援

・ケースワーカーによる訪問活動を通じて被保護者の
生活実態を的確に把握し、状況に応じた自立支援の実
施します。
・日常支援･就業支援など養育相談等を実施します。

※被保護者の実態調査件数（平成26年度）：年
5,520件

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

被保護者の実態調
査件数

 目標

平成28年度

平成29年度

年5,500件

年5,500件

定例・定型的事業

被保護者の自立支援事業

平成30年度
年5,500件

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 13,203 千円

一般会計

 施策のねらい
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり 
政策目標６ 質の高い医療サービスを安定的に提供するまち 

◇ 地域の基幹病院である市立病院が健全に経営されている 

◇ 市立病院は、小児科・産科・麻酔科などの不足しがちな診療科目の医師も充足されている 

◇ 市立病院は、救急医療体制が整っており、急病時に安心して医療を受けることができる 

◇ 市立病院が地域の基幹病院として、急性期医療を担っている 

特別会計 事業数 概算事業費

病院事業会計（職員給与費を除く） 52 26,592 百万円

職員給与費 15,829 百万円

特別会計概算事業費計 52 42,421 百万円

質の高い医療サービスを安定的に提供するまち 
（市立病院） 

目指すべき将来像 

医 療 

政策目標 

６ 

政策目標における３年間の目指すべき方向性 

平成 25 年３月に策定した「中期経営計画」に基づいて、良質な医療サービスを実施し経常収支

比率等の経営上の指標を常に意識し、経営の健全化を進めていきます。 

県知事から承認を受けた地域医療支援病院として、地域医療連携室を拡大・充実させ、地域医

療の連携や診療所との機能分担を進めてきました。今後も、さらなる地域医療の充実を進めると

ともに、手厚い７対１の看護体制を維持できるように努めます。 

急性期病院として、なお一層の救急医療充実のため、消防との連携による救急隊の常駐化を目

指します。同時に、病院機能充実のための新たなスペースを別棟の建設と併せて検討し、施設の

整備・充実を進めます。医療機器の更新については、引き続き良質な医療サービスが提供できる

ように取り組みます。電子カルテを含む医療情報システムについては、平成 28 年 10 月に稼働

予定となっており、安全で安定的な稼働を最優先に取り組みます。 

 「中期経営計画」に続く計画として、国が平成 26 年度末に公表した「新公立病院改革ガイドラ

イン」に基づいた新たな「茅ヶ崎市立病院改革プラン」を平成 28年度に策定し、病院経営の基本

的考え方を明らかにしていきます。その際は、県が平成 28 年 10 月ごろにまとめることとしてい

る「地域医療構想」と整合性と図り、引き続き急性期病院としての機能を果たすことができるよ

うに努めます。 
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり    市立病院 病院総務課 
政策目標６ 質の高い医療サービスを安定的に提供するまち 
施策目標２１ 効果的・効率的に病院を経営する 

１ 経営健全化による安定した病院経営 

救急医療、災害時医療、小児医療、周産期医療など地域医療確保のために担う役割を果たしつつ、

経営の健全化を図り、安定した病院経営を行います。

２ 効果的、効率的な医療機器の整備 

 市民の医療ニーズと医療の技術進歩に対応するため、高度医療を支える医療機器を計画的に整備

します。

県が作成する地域医療構想及び平成 26 年度末に国が公表した「新公立病院改革ガイドライン」に

基づいて、茅ヶ崎市立病院の改革プランを策定し、急性期病院として救急医療のほか、地域医療支援

病院としての役割を発揮していきます。

利用者への対応、医師、看護師の職員体制の充実と技術の向上、医療機器の更新、現建物の医療機

能充実などの病院施設の環境整備を進め、市民の期待に応える医療機関として、その役割を常に意識

しつつ安定した運営を進めます。

指標名 現状値 
平成 30 年度 

の目標値 
指標の説明・意図 

経常収支比率 
100.8％ 

（平成 26 年度）
100.0%以上 

市立病院の経営が安定的に行われているかを測りま

す。 

地方公営企業決算状況における医業収益と医業外収

益の和を医業費用と医業外費用の和で除して、100 を乗

じた値で 100.0%を超えると経常黒字となります。経常

収支比率 100.0％以上を目標としました。 

医業収支比率 
91.2％ 

（平成 26 年度）
97.0%以上 

医業費用に対する医業収益の割合を示します。 
数字が高いほど効率的な経営を行っていることとな
ります。過去の実績から推計し、97.0%を目標としまし
た。

病床利用率 
74.9％ 

（平成 26 年度） 
83.0%以上 

入院状況を知る数値で、年間延べ入院患者数を年間
延べ病床数で除して、100 を乗じた値で、病床が有効に
活用されているかを測ります。 
入院収益を確保し経常黒字を達成するため、過去の
実績から推計し、安定的に経常黒字が達成できる
83.0％以上を目標としました。

施策目標：２１ 

効果的・効率的に病院を経営する  （病院総務課） 

施策のねらい 

指標 施策目標の達成状況を把握する目安となる数値 

施策目標における３年間の目指すべき方向性 
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第３次実施計画事業一覧表

基本理念２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

政策目標６　質の高い医療サービスを安定的に提供するまち
病院事務局　病院総務課

施策目標２１　効果的・効率的に病院を経営する

―  件 定例・定型的事業 40,215 百万円政策的事業 23 件

施策
の

ねらい
事　　業　　名

事業
の
性質

○ 病院事業会計

№ （★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 平成28～30年度の
事業費

事 業 費

― 千円医療安全に関する事務政策 1 1

2,215,087 千円企業債の償還に関する事務政策 1 2

18,904,250 千円給与事務に関する事務政策 1 3

― 千円苦情、投書、提案、照会・回答に関する事務政策 1 4

5,400 千円★ 経営健全化の推進に関する事務政策 1 5

6,683,141 千円経費の支払等に関する事務政策 1 6

1,008,355 千円★ 市立病院の建設改良に関する事務政策 1 7

106,395 千円研究研修に関する事務政策 1 8

2,535,543 千円減価償却に関する事務政策 1 9

7,627,355 千円材料の購入等に関する事務政策 1 10

64,700 千円資産減耗に関する事務政策 1 11

2,640 千円職員の研修に関する事務政策 1 12

― 千円職員の福利厚生及び安全衛生管理に関する事務政策 1 13

― 千円他会計負担金に関する事務政策 1 14

93,600 千円投資に関する事務政策 1 15

1,200 千円★ 病院運営方針の策定、調整、推進に関する事務政策 1 16

― 千円病院業務状況の定例的な報告に関する事務政策 1 17

― 千円補助金に関する事務政策 1 18

767,802 千円市立病院の医療機器に関する事務政策 2 19

200,000 千円市立病院建設時の医療機器更新に関する事務政策 2 20

― 千円災害応急対策活動政策 - 21

― 千円庁内共通事務政策 - 22

― 千円部内調整事務政策 - 23

※事業の性質：「政策」…政策的事業・「定例」…定例・定型的事業
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

６　質の高い医療サービスを安定的に提供するまち

施策目標２１　効果的・効率的に病院を経営する

基本理念

政策目標
病院事務局　病院総務課

主な第３次実施計画事業

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　経営健全化による安定した病院
経営

・中期経営計画に続く計画として、国が公表した新公
立病院改革ガイドラインに基づいた新経営計画を策定
します。神奈川県が策定する地域医療構想と齟齬が生
じないようにし、策定後は、経営推進会議で進行管理
します。

※経営推進会議の開催（平成26年度）：月１回

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

①新経営計画の策
定
②経営推進会議の
開催

 目標

平成28年度

平成29年度

①策定
②－

①－
②月１回

政策的事業

経営健全化の推進に関する事
務

平成30年度
①－

②月１回

30年度28年度

政策共通認識 □ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 5,400 千円

病院事業会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　経営健全化による安定した病院
経営

・市民の医療需要に対応するため、敷地内に小規模な
別棟を建設し、医療機能と関連の少ない事務室や職員
の更衣室を移動させることで現建物内に新たな空きス
ペースを確保し、医療機能拡充を進めます。

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

事業の進捗状況

 目標

平成28年度

平成29年度

別棟基本設計
詳細設計

別棟建設工事
本館内改修設計

政策的事業

市立病院の建設改良に関する
事務

平成30年度
本館内改修工事

30年度28年度

政策共通認識 □ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 1,008,355 千円

病院事業会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　経営健全化による安定した病院
経営

・外部委員による運営協議会、院内幹部職員による幹
部会議を開催します。

※①病院運営協議会の開催回数（平成26年度）：年
間３回
　②幹部会議の開催回数（平成26年度）：月２回

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

①病院運営協議会
の開催回数②幹部
会議の開催回数

 目標

平成28年度

平成29年度

①年間３回
②月２回

①年間３回
②月２回

政策的事業

病院運営方針の策定、調整、
推進に関する事務

平成30年度
①年間３回
②月２回

30年度28年度

政策共通認識 □ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 1,200 千円

病院事業会計

 施策のねらい
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり  市立病院 医事課 
政策目標６ 質の高い医療サービスを安定的に提供するまち 
施策目標２２ 高度で良質な医療サービスを提供する 

１ 質の高い医療の提供 

市立病院は、地域の基幹病院として急性期の患者を中心に、質の高い医療を提供します。 

２ 病診連携と機能分担の促進 

かかりつけ医を中心とした地域医療の連携や民間病院・診療所・福祉施設・介護事業者な

どとの機能分担と連携を促進します。 

  ３ 適確な診療報酬の確保

  高度で良質な医療を安定的に提供するため、適正かつ確実な診療報酬の請求を行うととも

に、多様な取り組みにより収納事務の効率化を図ります。

 良質で個々の患者の状態にあった医療を提供するため、医療相談体制の充実、他医療機関との連

携の強化、医療情報システムに関する事業、病院運営の基本となる事務や診療報酬等の請求事務を

行います。特に、医療情報システムの更新については、システムの安全、安定的な稼働を最優先に

取り組みます。 

 また、国が平成 27 年 3 月に策定した「地域医療構想策定ガイドライン」に基づき、今後、神奈

川県が策定する「地域医療構想」を見据えて、かかりつけ医を中心とした地域医療の連携や病院・

診療所との機能分担を推進し、地域医療支援病院として引き続き地域医療の充実を図ります。 

指標名 現状値 
平成 30 年度 

の目標値 
指標の説明・意図 

地域医療機関

から市立病院

への紹介率

65.8％ 
（平成 26 年度） 

65.0％以上 

初診患者のうち、他の医療機関から紹介された患者

の割合を示す数値で、病診連携の取り組みが効果的に

できているかを測ります。 

地域の基幹病院として、登録医制度の充実を図るこ

とで、地域診療所との連携を深めるとともに、地域医

療支援病院と認められるための医療法における基準で

もある紹介率 60.0％以上を目標としてきました。平成

24 年 3 月に神奈川県から、地域医療支援病院としての

承認を受けることができましたが、26年 4 月の医療法

施行規則改正により基準及び数値が変更になったこと

から、27 年度以降についても地域医療支援病院として

存続するためには、紹介率 65.0％以上を維持する必要

があるため、指標の目標値については 65.0％以上とし

ました。

施策目標：２２ 

高度で良質な医療サービスを提供する  （医事課） 

施策のねらい 

指標 施策目標の達成状況を把握する目安となる数値 

施策目標における３年間の目指すべき方向性 
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり  市立病院 医事課 
政策目標６ 質の高い医療サービスを安定的に提供するまち 
施策目標２２ 高度で良質な医療サービスを提供する 

市立病院から地

域医療機関への

逆紹介率

58.8％ 

（平成 26 年度） 
40.0％以上 

初診患数と他の医療機関へ紹介した患者数との比を

示す数値で、紹介率と同様に病診連携の取り組みが効

果的にできているかを測ります。 

地域の基幹病院として、急性期医療を担い、地域診

療所との連携を深めるとともに、地域医療支援病院と

認められるための医療法における基準でもある逆紹介

率 30.0％以上を目標としてきました。平成 24 年 3月

に神奈川県から、地域医療支援病院としての承認を受

けることができましたが、26 年 4 月の医療法施行規則

改正により基準の数値が変更になったことから、27年

度以降についても地域医療支援病院として存続するた

めには、逆紹介率 40.0％を維持する必要があるため、

指標の目標値については 40.0％以上としました。
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第３次実施計画事業一覧表

基本理念２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

政策目標６　質の高い医療サービスを安定的に提供するまち
病院事務局　医事課

施策目標２２　高度で良質な医療サービスを提供する

―  件 定例・定型的事業 2,206 百万円政策的事業 29 件

施策
の

ねらい
事　　業　　名

事業
の
性質

○ 病院事業会計

№ （★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 平成28～30年度の
事業費

事 業 費

3,718 千円ＤＰＣ対象病院に係る業務政策 1 1

― 千円がん登録に関する事務政策 1 2

― 千円スキャンセンターにおける事務政策 1 3

― 千円医師事務作業補助員の管理業務政策 1 4

1,920 千円医事に関する統計及び報告政策 1 5

― 千円医薬品等の製造販売後調査に関する事務政策 1 6

550,036 千円★ 医療情報システムの更新に係る事務政策 1 7

28,146 千円会計窓口に係る業務政策 1 8

943,500 千円患者の受付及び案内に係る事務政策 1 9

― 千円健康管理センターにおける業務政策 1 10

― 千円健診に係る契約に関する事務政策 1 11

― 千円在宅医療に係る事務政策 1 12

― 千円市民健康講座の開催政策 1 13

― 千円湘南メディカルコントロール協議会に係る事務政策 1 14

1,290 千円診断書、証明書等の交付申請受付に係る事務政策 1 15

83,900 千円★ 診療記録の保管に係る事務政策 1 16

― 千円診療録の開示に係る事務政策 1 17

68,700 千円電算の運用管理に係る事務政策 1 18

3,150 千円入院、外来、その他収入金の請求に係る事務政策 1 19

― 千円入院センターにおける事務政策 1 20

― 千円予約センターにおける事務政策 1 21

― 千円各種医療相談の実施政策 2 22

― 千円他医療機関との連携に係る事務政策 2 23

4,182 千円現金及び有価証券の出納及び管理に関すること政策 3 24

6,500 千円診療報酬請求に係る事務政策 3 25

483,438 千円病院における会計事務政策 3 26

22,490 千円★ 未収金の管理、督促及び徴収に係る事務政策 3 27

― 千円災害応急対策活動政策 - 28

5,310 千円庁内共通事務政策 - 29

※事業の性質：「政策」…政策的事業・「定例」…定例・定型的事業
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２　いきいきと暮らす　ふれあいのある　地域づくり

６　質の高い医療サービスを安定的に提供するまち

施策目標２２　高度で良質な医療サービスを提供する

基本理念

政策目標
病院事務局　医事課

主な第３次実施計画事業

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　質の高い医療の提供

・サーバ等端末機器の仕様を決定します。
・システム操作に係る研修、運用検証を行います。
・本稼働時は、診療に支障が出ないよう、紙カルテか
ら電子カルテへの切り替えを進めます。
・本稼働後は、事業者とともにシステムの定期的な
バージョンアップを図ります。

※システム更新のための作業状況（平成26年度）：
システム設計及び構築

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

システム更新のた
めの作業状況

 目標

平成28年度

平成29年度

システム構築
及び本稼働

システムの
安定稼働

政策的事業

医療情報システムの更新に係
る事務

平成30年度
システムの
安定稼働

30年度28年度

政策共通認識 □ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 550,036 千円

病院事業会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

１　質の高い医療の提供

・医師等の新任職員が配属される都度、診療記録に関
する説明会を実施します。
・記録管理部門職員への研修を実施します。
・各種記録は使用頻度やデータの時間的な経過を考慮
して、保管場所の遠近等を工夫します。
・電子カルテの医師等による内容監査を実施します。

※診療記録の貸出及び回収、収納の執行日数（平成
26年度）：年間244日執行

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

診療記録の貸出及
び回収、収納の執
行日数

 目標

平成28年度

平成29年度

243日

244日

政策的事業

診療記録の保管に係る事務

平成30年度
244日

30年度28年度

政策共通認識 □ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 83,900 千円

病院事業会計

 施策のねらい

事　業　名 事　業　概　要 指標・目標

３　適確な診療報酬の確保

・弁護士による内容証明郵便の発送及び訴訟を行いま
す。
・例月の督促状送付及び年２回の過去の未収者全員に
対する一斉督促状を発送します。
・高額未収者に対する継続的な電話督促を実施しま
す。
・未収金に対し、コンビニエンスストアで支払可能な
納付書を送付します。

※督促状の発送件数（平成26年度）：年間2,630件
（月平均220件）

事業実施年度 29年度

継続

事業主体 市

 指標

督促状の発送件数

 目標

平成28年度

平成29年度

年間2,500件

年間2,500件

政策的事業

未収金の管理、督促及び徴収
に係る事務

平成30年度
年間2,500件

30年度28年度

政策共通認識 ■ 共生社会 □ 環境 □ 協働 □ 生涯学習 ■ 安全・安心

地域 全市■
茅ヶ崎□ 南湖□

松林□ 湘北□

海岸□ 鶴嶺東□

小和田□ 松浪□

鶴嶺西□ 湘南□

浜須賀□ 小出□

平成28～30年度の事業費 22,490 千円

病院事業会計

 施策のねらい
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり 
政策目標７ だれもがいつまでも健康で安心して暮らせるまち 

 

 

 

 

 

 

 
  ◇ だれもが健康に関心を持ち、健康の増進に取り組んでいる 

 

 

 

 

 

 

 

○保健所政令市移行に関する事務及び市保健所運営事業 

主管課 

（保健所政令市移行前） 

第３次実施計画事業名 

（★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 

〔ページ番号は主な第３次実施計画事業の掲載ページを示しています。〕 

保健福祉部 保健福祉課 ★ 保健所政令市への移行に関する事務 〔144ページ〕

（事業一覧：141～142ページ） ★ 市保健所運営事業 〔145ページ〕

      

○第 3次実施計画期間中に実施する事業であって保健所政令市移行後に保健所で実施予定の事業 

主管課 

（保健所政令市移行前） 

第３次実施計画事業名 

（★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 

〔ページ番号は主な第３次実施計画事業の掲載ページを示しています。〕 

こども育成部 子育て支援課 ★ 特定不妊治療費助成事業 〔67ページ〕 

（事業一覧：65ページ） 不育症治療費助成事業   

こども育成部 こども育成相談課 母子保健訪問指導等事業   

（事業一覧：75ページ） 乳幼児育成指導事業   

  母子栄養健康づくり事業   

  乳幼児健康・育児相談事業   

  母子保健指導事業   

  思春期保健指導事業   

  子育て教室事業   

  母子保健管理事業   

  ★ こども予防接種事業 〔76ページ〕 

  ★ 乳幼児健康診査事業 〔76ページ〕 

  ★ 妊婦健康診査事業 〔76ページ〕 

  母子健康手帳交付事業   

  ★ Ｂ型肝炎ワクチン接種事業 〔77ページ〕 

  ★ 母子保健コーディネーター事業 〔77ページ〕 

  小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業   

  父子手帳交付事業   

  幼児のことばの教室事業   

    

だれもがいつまでも健康で安心して暮らせるまち 
（保健所） 

 目指すべき将来像 

地域保健 
・公衆衛生

政策目標 

７ 

政策目標「だれもがいつまでも健康で安心して暮らせるまち」〔地域保健・公衆衛生〕について

は、平成 29 年４月に保健所政令市に移行し、市民の皆さまが自らの健康状態を知り、健康づくり

への取り組みを自発的に行う後押しをするため、より身近な地域において、きめ細かで迅速な保

健サービスを一元的かつ総合的に提供できる体制を目指していることから、26年度の総合計画基

本構想の中間見直しにおいて、政策目標と目指すべき将来像を追加しました。 

施策目標については、移行に向けた準備を進める中で、既存の施策目標との整理を行い、平成

28 年中に具体的な位置付けを検討します。 
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基本理念２ いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり 
政策目標７ だれもがいつまでも健康で安心して暮らせるまち 

    

主管課 

（保健所政令市移行前） 

第３次実施計画事業名 

（★…主な第３次実施計画事業として掲載している事業） 

〔ページ番号は主な第３次実施計画事業の掲載ページを示しています。〕 

文化生涯学習部 スポーツ健康課 歯科保健事業   

（事業一覧：129ページ） ★ 食育推進計画の推進 〔130ページ〕

  ★ 食育推進事業 〔130ページ〕

 ★ 健康増進計画の推進 〔131ページ〕

  ★ 健康教育事業 〔131ページ〕

  栄養改善事業   

保健福祉部 保健福祉課 ★ がん検診事業 〔143ページ〕

（事業一覧：141～142ページ 肝炎ウイルス検診事業   

  機能訓練事業   

  健康診査事業   

  口腔がん検診事業   

  ★ 成人歯科健康診査事業 〔143ページ〕

  保健指導事業   

  ★ 休日・夜間急患センター事業 〔143ページ〕

  救急医療機関外国籍市民対策事業   

  在宅医療推進事業   

  産科医師分娩手当補助事業   

  湘南看護専門学校・湘南ナース総合支援センター補助事業   

  新型インフルエンザ対策事業   

  ★ 地域医療センター再整備事業 〔144ページ〕

  風しん予防接種事業   

  予防接種健康被害救済事業   

  予防接種事業   

  自殺対策事業   

  かかりつけ医制度の推進   

  その他保健衛生事業   

  医療関係団体補助事業   

  感染症予防事業   

  献血事業   

  災害時医療救護活動事業   

  地域医療センター業務運営事業   

  地域医療センター施設維持管理事業   

保健福祉部 高齢福祉介護課 
★ 在宅医療介護連携推進事業 〔155ページ〕

（事業一覧：152～153ページ） 

環境部 環境保全課 動物愛護事業   

（事業一覧：184ページ） 環境衛生対策事業   

  狂犬病予防事務事業   

  ★ 飼い主のいない猫の不妊去勢手術及び適正管理普及啓発事業 〔185ページ〕

  水道法に関する事務事業   

  鳥獣保護管理事業   

  墓地管理等事務事業   
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